
『南海トラフ地震臨時情報防災対応ガイドライン』の改訂
（令和7年8月、内閣府(防災担当)）

南海トラフ地震臨時情報が発表された場合にとるべき防災対応を、地方公共団体、指定公共機関、企業等があらかじめ検
討し、計画としてとりまとめるために参考となる事項をまとめた『南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドラ
イン』を作成・公表している。
令和6年8月、「南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)」が運用開始後初めて発表されたことに伴い、各地で様々な対

応・反応があったことを受け、各主体における防災対策検討の推進を図るため、令和6年12月に改善方策を公表したところ。
今般、当該改善方策について本ガイドラインにおける巨大地震注意に関する記載の充実等を図る改訂を行い、『南海トラフ地
震臨時情報防災対応ガイドライン』として公表する。

＜主な改訂内容＞

❶各主体が防災対応の検討をしやすくするため、章立てを再構成 ❸臨時情報発表時にとるべき対応の記載を
充実

＜記載充実の例＞

❷臨時情報の基本的な考え方を記載
＜新規記載等の例＞

○地震発生時期・規模・場所についての確度の高い予測は困難であるが、一定規模以
上の地震の後に更に大規模地震が発生した全世界の事例等をもとに、南海トラフ沿
いの想定震源域で大規模地震が発生する可能性が平常時と比べて相対的に高まっ
た旨を「南海トラフ地震臨時情報」として発表することとしている。

○臨時情報が発表されたからといって、後発の大規模地震が発生するかどうかは不確
実である。これを前提としながら、住民は「自らの命は自らが守る」という原則に基づ
き、行政や事業者等においては「地域や利用者等の安全確保」と「社会経済活動の継
続」とのバランスを考慮しつつ、自らの行動を自ら判断することが重要である。

○各主体(住民、地方公共団体、事業者等)は、臨時情報が発表された際に戸惑うこと
なく地域の実情に応じた防災対応をとるため、日頃から各地域で意見交換・情報交
換を行いながら、「臨時情報が発表された時の対応は、あらかじめ決めておく」こと
が極めて有効である。

Ⅰ．共通編

Ⅱ．地方公共団体編

Ⅲ．事業者編

臨時情報に関する基本的事項

地方公共団体のとるべき防災対応の検討手順等

指定公共機関、事業者等のとるべき防災対応の検討手順等

新

地震
発生

巨大地震注意の場合(M7.0以上の地震)

※住民がとるべき防災対応について、平時に
おける行動との違いが分かるよう、2段構成
かつ時系列で図示した資料（説明用に準備）

※巨大地震警戒の場合の説明用資料（防災対応を3段構成か
つ時系列に図示したもの）等も準備している。
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❹平時および臨時情報発表時の周知・広報の留意点に
ついて記載
＜新規記載の例＞

○国や自治体、報道機関等が連携して、あらゆる手段を用いて、住民
や事業者等に対する日頃からの周知・広報に努めるべきである。

○日頃からの周知・広報を実施する際には、平時にとるべき行動と
臨時情報が発表されたときにとるべき行動の違いを明確にするこ
とを心がける。

○臨時情報発表後準備が整い次第、内閣府・気象庁合同記者会見に
より、情報の内容及び防災対応について包括的に説明が行われる。

❻海抜ゼロメートル地帯における防災対応の考え方を新規
記載

❺個別分野の留意事項や防災対応の例について充実

○地方公共団体においては、堤防等の耐震点検及び耐震化を促進、
耐震化の進捗状況を定期的に把握することが重要であるとともに、
地震による堤防の破損により、早期の浸水の危険性が想定される
場合には、必要に応じて、事前避難対象地域の指定等の検討を行う
ことも有効である。

※それぞれの実情に応じた防災対応を各主体が判断することを前提
に、検討時の参考に。

＜記載充実の例＞

【鉄道】(注意）
○原則、運行規制はしない。（平常通り）
○巨大地震の発生に備え、従業員一人ひとりに避難場所や避難経路、
避難誘導手順の再確認を徹底する。

【公共事業】 ※施工条件・内容等を踏まえ、後発地震による影響を受ける作業、
作業員の安全確保の措置等について、施工計画書等への記載を求めている。

（注意）○臨時情報発表時における後発地震による揺れの影響が大
きい作業（斜面での作業や高所作業など）または津波による影響を
受ける作業に対し、臨時情報（注意）に応じた作業の一時中止、必要
な措置を講じた上での工事継続、津波避難を含む作業員等の安全
確保の方法などの措置を講ずる。
（警戒）○工事等の施工箇所に、市町村が定める住民事前避難対象地
域が含まれる場合は、臨時情報（警戒）が気象庁から発表された場
合に、発注者からの一時中止の通知があったものとして、工事を中
断し直ちに退避するものとし、巨大地震警戒対応が終了するまでの
間は当該箇所での工事を一時中止することを求める。

『南海トラフ地震臨時情報防災対応ガイドライン』の改訂

❼令和6年8月の臨時情報発表時に各地でとられた対応の
事例集を巻末に組み込み

❽Q&Aの充実

＜掲載事例における防災
対応の概要＞

○来場者等の安全確
保策を講じた上で、
イベントを実施。

○夏休み・お盆期間を
考慮した呼びかけ。

○職員が避難行動要
支援者宅を訪問し、
個別避難計画の作
成を支援。

○高所という状況に
おける作業への対
応。

＜主な改訂内容(続き)＞
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